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IPPF新事務局長 x APDA理事長対談：地政学リスク時代のグロ
ーバルヘルス再構築

国際人口問題議員懇談会（JPFP）の50年以上にわたるパートナー機関である国際家族計画連

盟（IPPF）では、3月にマリア・アントニエタ・アルカルデ・カストロ氏が新たに事務局長に

就任しました。

世界の地政学的緊張の高まりにより開発援助と保健財政が揺らぐ中、持続可能で強靱なグロー

バルヘルスシステムの早急な構築が求められています。こうした状況を踏まえ、保健財政の

「黄金時代」の終焉、セクシュアル・リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（SRHR）をめぐる

課題、そしてユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）と国際連携の役割について、同氏

は、JPFP事務局であるアジア人口・開発協会（APDA）理事長の武見敬三元厚生労働大臣とオ

ンラインで対談し、議論を交わしました。

（モデレーター：福田友子IPPF東・東南アジア・大洋州地域事務局長）

武見理事長：まずは、このたびのご就任、誠におめでとうございます。

アルカルデ・カストロIPPF事務局長：High Level Task Force for ICPDメンバーとしてご一

緒して以来、再びご一緒できることを大変嬉しく思います。

モデレーター：まず武見先生に伺います。現在の世界情勢と、そのグローバルヘルスに与える

影響をどのようにお考えですか？

武見理事長： ミレニアム開発目標（MDGs）時代には、8つの目標のうち3つが保健関連であ

ったため、保健分野向けの資金が大きく拡大しました。しかしSDGsでは169の目標に資金が

分散し、貧困、気候変動、環境など多様な分野との競合が生じ、保健財政の「黄金時代」は終

わりを告げたと言えます。さらに、ロシア・ウクライナ戦争やガザ情勢、米国の多国間主義か

らの転換といった地政学的緊張を背景に、先進国からの保健資金は大幅に減少しています。加

えて、イラン・米国・イスラエルをめぐる不安定化は不確実性を一層高め、グローバルヘル

ス・ガバナンスそのものを揺るがしています。こうしたなか、低・中所得国における国内資源

動員を強化するとともに、国際的な保健ガバナンスの強化が不可欠です。日本は東京の「UHC

ナレッジハブ」を通じて、各国の保健分野における財源拡大を支援する重要な役割を担ってい

ます。地政学的圧力への対応と、各国の自立性および強靱性の強化という、二つの戦略が求め

られています。

モデレーター： アルカルデ事務局長、こうした状況はIPPFという国際連盟にどのような影響を

与えていますか。

アルカルデ・カストロIPPF事務局長：現在の環境は、SRHRにとって極めて厳しい状況です。

IPPFはこれまでも米国の政策変化に備えてきましたが、今回は状況が異なります。最近米国が

推進する二国間協定には、各国の主権やSRHサービスの提供能力を制限する条項が含まれてお

り、これはSRHRのみならず、開発援助の枠組み全体に対する深刻な脅威となっています。昨

年、IPPFは81の加盟協会を対象に調査を実施しましたが、多くが2025年から2029年に予定

されていた資金の大幅削減（約8,700万ドル）に直面していることが明らかになりました。そ



の影響はIPPFの直接資金にとどまらず、避妊具やその他の必須物資の供給が滞り、必要とする

人々に届かなくなる懸念があります。これに対応するため、IPPFは「Fightback Fund」を立

ち上げました。すでに、米国の資金削減や政策転換の影響を最も受けている国々（その大半は

アフリカ諸国）の36の加盟団体に対し、人命に関わるSRHサービスを維持するため、660万ド

ル以上を拠出しました。

武見理事長： IPPFの積極的な対応は重要です。同時に、各国自身が財源確保能力を強化する必

要があり、国際社会はその自立性とレジリエンスを支えるべきです。

モデレーター： その中でUHCはなぜ重要なのでしょうか。

武見理事長： UHCは、各国が自ら持続可能な保健システムを構築し、国内資源によってそれを

支えることを促すからです。国際協力は、ガバナンス強化と透明性、長期的な制度構築を後押

しすべきです。

モデレーター： IPPFは国レベルでどのように対応し、またIPPF事務局はどのように組織や運

営の変革を進めているのでしょうか。

アルカルデ・カストロIPPF事務局長： IPPFは、各国の加盟協会が、こうした新たな現実に素

早く対応し、自国の政府、国会議員、国際機関と効果的に連携できるよう、また自国における

独自の資金調達能力の拡充を支援し、依存度の軽減を目指しています。また、政策ブリーフや

ガイドラインの作成、研修の実施を通じて、アドボカシー能力の向上を図っています。支援対

象国は、資金削減への脆弱性、SRHRニーズの大きさ、政策的インパクトなどに基づいて優先

順位を付けています。制約の大きい環境においては、エビデンスに基づく取り組みを推進する

とともに、現地NGOを支援し、コミュニティへのサービス提供が継続されるよう取り組んでい

ます。能力強化を中核に据え、ガバナンスの向上や持続可能性の確保、サービスの革新を進め

ることで、加盟協会が政治的・財政的な不確実性の中でも強靱に活動を続けられるよう取り組

んでいます。

モデレーター：日本は新たなグローバルヘルスシステムの構築にどのように貢献できるでしょ

うか。

武見理事長： 国際機関、政府、市民社会の連携が不可欠です。重複を避け、各主体の強みを生

かすべきです。また、各国がガバナンスと資源動員を強化することが持続性のカギとなりま

す。東京に設立された UHCナレッジハブは、その支援に重要な役割を果たし、グローバルヘル

ス・アーキテクチャーの基盤となります。国レベルでは財務省と厚生労働省が、また国際レベ

ルではファイナンスとヘルスの専門家・機関が緊密に連携しながら事業を推進していくことが

重要です。その意味で、このUHCナレッジハブがWHOと世界銀行という、ヘルスとファイナ

ンスを代表する主要機関の協働により運営されることは、持続可能な新たなグローバルヘル

ス・アーキテクチャーの一端を担うものとして大きな意義があり、今後のさらなる貢献が期待

されます。これは、国境を越えたシステム再構築の好事例となるでしょう。

アルカルデ・カストロIPPF事務局長：日本との協力は、SRHRサービスの利用拡大、リプロダ

クティブ・ライツの擁護、加盟協会の強化、持続可能性の確保、デジタルヘルスや遠隔医療な

どの革新に取り組む上で、これまで以上に重要度を増しています。

武見理事長：IPPFがSRHRサービス提供のみならず、人権擁護を担う機関であるという認識が

広く共有されるよう、引き続き協力し、APDA理事長として、日本とIPPFのパートナーシップ

のカタリストの役割を果たしていきます。

モデレーター：お二人とも、本日は貴重なお話をありがとうございました。



JPFP「生命の安全教育」PT会合開催

4月14日、国際人口問題議員懇談会（JPFP）は「生命（いのち）の安全教育プロジェクトチー

ム（PT）」会合を開催しました。進行は、尾辻朋実JPFP生命の安全教育PT事務局次長が務め

ました。まず最初に上川陽子JPFP会長が挨拶を行い、生命の安全教育については地域や学校ご

とに実施状況のばらつきがあることを課題として指摘するとともに、現場の優良事例から学

び、その横展開を図ることの重要性を強調しました。続いて、阿部俊子JPFP生命の安全教育

PT座長より「生命の安全教育デジタル教材アイデアコンテスト」について説明が行われまし

た。同コンテストは、若者の視点から「生命の安全教育」に関する公的教材に自らアクセスし

たくなる仕組みや導線を設計することを目的としており、学習体験の入口づくりを再構築する

新たな試みとして位置付けられています。

講師の辻由起子氏（こども家庭庁参与）は、自らの経験および社会福祉士としての視点から講

演を行い、その中で、大阪市立田島南小中一貫校における「生きる」教育の実践を紹介しまし

た。同校の取り組みは子どもの貧困対策を背景に、正しい知識と対話を通じた自己肯定感の向

上と、子どもが自らを守り主体的に生きる力を育むことを目的として行われている教育プログ

ラムです。低学年では「プライベートゾーン」や「子どもの権利」、中学年では「相談する力」

や「心の傷との向き合い方」、中学生では「デートDV」や「児童虐待」などを扱い、発達段階

に応じて現実の課題を多面的に学ぶ構成となっています。対人関係における暴力による要医療

件数が6年間でゼロとなったほか、学力面においても向上が見られるなどの成果が報告されて

います。辻氏は、こうした実践を踏まえ、子どもが直面する課題は個人の問題ではなく、知識

や支援の不足、制度の分断といった構造的要因に起因する社会の問題であると指摘し、問題の

未然防止に向けては、早期からの体系的な教育が重要であることを強調しました。

プラン・インターナショナル・ジャパンの長島美紀氏からは、NGOからの提言案が共有されま

した。生命の安全教育が全ての子どもに十分に届いていない現状を踏まえ、①全ての学校にお

ける確実な実施、②既存の教育課程の中で実施可能な設計、③外部専門家の活用等による実施

体制の強化、の3点を重要点として挙げました。意見交換では、教員の専門性向上や指導体制

の整備といった実務的な課題に加え、人権尊重をいかに教育と結びつけ、政策と実践の連携を

強化していくかについて、引き続き協議していくことが確認されました。



JPFP

国際人口問題議員懇談会（JPFP）は、1974年に設立
された世界で最も長い歴史を持つ人口・開発問題に

関する超党派議連です。JPFPは、APDAと一体とな
って、人口・開発に関する議員ネットワークを作り、

多様な知見や経験を共有し、具体的な成果につなげ

てきました。

詳しくはこちら

JPFPご入会を希望される場合は、apda@apda.jpま
でご連絡下さいますようお願い申し上げます。

APDA
公益財団法人アジア人口・開発協会（APDA）は、
1982年の設立以来、JPFPの事務局を務めています。

詳しくはこちら

本ニュースレターは、国際家族計画連盟（IPPF）並

びに賛助会員の方々のご支援を受けて発行していま

す。

国際人口問題議員懇談会（JPFP）事務局

公益財団法人アジア人口・開発協会（APDA）

〒105-0003東京都港区西新橋2-19-5-8F

TEL: 03-5405-8844　FAX: 03-5405-8845

E-mail: apda@apda.jp　Website: https://www.apda.jp/
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